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日本原子力研究開発機構では、研究施設等から発生する低レベル放射性廃棄物を対象とした浅

地中埋設処分における廃棄体確認に向けて、廃棄体に含まれる放射性物質の種類ごとの放射能濃

度評価方法を構築しておく必要がある。このため、試験研究炉である JRR-2 及び JRR-3 の保管廃

棄物をモデルに、放射性核種（H-3、C-14、Cl-36、Co-60、Ni-63、Sr-90、Nb-94、Tc-99、Ag-108m、

I-129、Cs-137、Eu-152、Eu-154、U-234、U-238、Pu-239+240、Pu-238+Am-241 及び Cm-243+244）

を対象とした放射化学分析データに基づき放射能濃度評価方法の検討を行った。 

スケーリングファクタ法の適用性を検討した結果、Ni-63 及び Eu-152 については Key 核種であ

る Co-60 との相関関係を、Sr-90 及び Pu-239+240 については Key 核種である Cs-137 との相関関係

を相関係数や t 検定により確認した。また、分散分析検定（F 検定）によるグループ分類の要否を

確認した結果、JRR-2 及び JRR-3 施設共通のスケーリングファクタを適用できる見通しを得た。 

現状の放射化学分析データでは、スケーリングファクタ法の適用の見込みが得られなかった放

射性核種（H-3、C-14、Cl-36、Nb-94、Tc-99、Ag-108m、I-129、Eu-154、U-234、U-238、Pu-238+Am-

241 及び Cm-243+244）について平均放射能濃度法の適用性を検討した結果、いずれの放射性核種

も平均放射能濃度の裕度を確認し、平均放射能濃度法を適用できる見通しを得た。なお、Nb-94、

Tc-99、Ag-108m、I-129、Eu-154、U-234、U-238、Pu-238+Am-241 及び Cm-243+244 については、

追加データの取得によりスケーリングファクタ法の適用も考えられることから、引き続き試料採

取及び放射化学分析を継続し、放射能濃度評価方法の検討を行う必要がある。 

これらの結果は、放射能濃度評価方法を構築する雛形として今後の検討に適用可能である。 

 

 

 

 

 

旧本部事務所：〒319-1112 茨城県那珂郡東海村大字村松 4-49  

i

JAEA-Technology 2018-001



JAEA-Technology 2018-001 
 

Study on the Evaluation Methodology of the Radioactivity Concentration in Low-level 
Radioactive Wastes Generated from JRR-2 & JRR-3 

 
Hirokazu HAYASHI, Sari IZUMO, Hisakazu NAKATA,  

Hiroya AMAZAWA and Akihiro SAKAI 
 

Disposal Project Planning Office, 
Radioactive Wastes Disposal Project Center, 

Sector of Decommissioning and Radioactive Waste Management, 
Japan Atomic Energy Agency 

Tokai-mura, Naka-gun, Ibaraki-ken 
(Received March 13, 2018) 

 
It is necessary to establish evaluation methodology of radioactivity concentrations of each radionuclide in 

waste packages for operation of the near-surface trench and pit disposal facility in near future, which has 
been preparing for low-level radioactive wastes generated from research facilities in Japan Atomic Energy 
Agency. The radionuclides containing in waste packages generated from both JRR-2 and JRR-3, which are 
H-3, C-14, Cl-36, Co-60, Ni-63, Sr-90, Nb-94, Tc-99, Ag-108m, I-129, Cs-137, Eu-152, Eu-154, U-234, U-
238, Pu-239+240, Pu-238+Am-241, Cm-243+244, were evaluated their concentrations based on 
radiochemical analysis data, and the evaluation methodology of the radioactivity concentration such as 
scaling factor method and mean activity concentration method was studied in this report. 
As a result of examining the application of the scaling factor method, the correlation with Key-nuclide in 

some nuclides which are Ni-63, Eu-152, Sr-90 and Pu-239+240 is confirmed by the correlation coefficient 
and t-test. Also, in the confirming whether grouping is necessary or not by F-test, it was found that the 
common scaling factor can be available in both JRR-2 and JRR-3.  
In the present radiochemical analysis data, the mean activity concentration method can be applied to all 

nuclides which could not be applied to the scaling factor method, H-3, C-14, Cl-36, Nb-94, Tc-99, Ag-108m, 
I-129, Eu-154, U-234, U-238, Pu-238+Am-241, Cm-243+244. Since most of above nuclide which excludes 
H-3, C-14, Cl-36, could be applied to the scaling factor method with getting additional data, this study will 
be continued to review for the practical evaluation method. 
These results can be applied to the future study as a model for constructing the radioactivity concentration 

evaluation method. 
 
Keywords: Low-level Radioactive Wastes, Near-surface Trench and Pit Disposal Facility, Scaling Factor 
Method, JRR-2, JRR-3 
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． はじめに

 
廃棄物埋設事業者は、放射性廃棄物の埋設処分にあたり処分対象の廃棄体一体ごとに、法令で

定められる技術上の基準に適合していることについて、規制当局による確認（以下「廃棄体確認」

という。）を受けなければならないことが核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

第 51 条の 6 第 2 項に規定されている。この廃棄体の技術上の基準には、廃棄体性能及び放射性物

質の濃度（以下「放射能濃度」という。）に係る項目があり、廃棄体確認における放射能濃度に係

る項目には、埋設処分対象の廃棄体に含まれる放射性物質の種類ごとの放射能濃度が埋設事業許

可申請書に記載された最大放射能濃度を超えないこととされている。 

原子力発電所の操業に伴って発生する均質・均一固化体または充填固化体（以下「発電所廃棄

体」という。）では、廃棄体の外部から非破壊測定を行う非破壊外部測定法、スケーリングファク

タ法または平均放射能濃度法のような統計的手法に基づく放射能濃度決定方法、または生成機構

が同一であるとみなせる同位体の組成比率から放射能濃度を決定する理論計算法といった比較的

簡便な放射能濃度を評価する方法（以下「放射能濃度評価方法」という。）を構築し、埋設処分対

象の廃棄体一体ごとに放射能濃度が決定され、最大放射能濃度を超えないことが確認（以下「廃

棄体の放射能濃度確認」という。）されている 1）。 

日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）では、研究施設等から発生する放射性

廃棄物（以下「研究施設等廃棄物」という。）を将来的に埋設処分することを予定しており、原子

力発電所で採用されている放射能濃度評価方法の適用性を確認しておく必要があることから、こ

れまでに原子力科学研究所で発生したアスファルト固化体及び動力試験炉 JPDR 施設の解体に伴

って発生した放射性廃棄物（以下「JPDR 保管廃棄物」という。）のうち金属廃棄物を対象とした

スケーリングファクタ法等の適用性について検討を進めてきている 2,3,4）。 

本検討では、JPDR 保管廃棄物での検討に引き続き、新たに JRR-2 及び JRR-3 の保管廃棄物の

うち金属廃棄物をモデルに、放射化学分析を実施した 21 核種（H-3、C-14、Cl-36、Co-60、Ni-63、

Sr-90、Nb-94、Tc-99、Ag-108m、I-129、Cs-137、Eu-152、Eu-154、U-234、U-238、Pu-239+240、Pu-

238+Am-241 及び Cm-243+244）の放射能濃度データに基づき、放射能濃度評価方法の検討を行っ

たので報告する。  
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． 検討手順

 
 検討手順について

発電所廃棄体の放射能濃度評価 5,6）では、埋設処分対象とする廃棄体に含まれる放射性核種ごと

に放射性核種の特徴に合わせて放射能濃度評価方法が選択されており、廃棄体一体ごとの放射能

濃度が決定されている。現在、発電所廃棄体に適用されている放射能濃度評価方法としては、廃

棄体外部から直接放射能を測定する非破壊外部測定法、あらかじめ算出したスケーリングファク

タに非破壊外部測定法によって得られる放射性核種（以下「Key 核種」という。）の放射能濃度を

掛け合わせて間接的に廃棄体の放射能濃度を決定するスケーリングファクタ法、放射化学分析に

より取得した放射能濃度データに対する平均値を廃棄体の放射能濃度とする平均放射能濃度法、

及び放射化計算等の理論計算に基づき放射能濃度を決定する理論計算法が適用されている 1）。 

原子力機構では研究施設等廃棄物の埋設処分において安全評価上重要とされる放射性核種（以

下「重要核種」という。）の予備的評価を行っている 7）。その中で JRR-2 の金属類のトレンチ処分

における当面の重要核種は 7 核種（H-3、C-14、Co-60、Ni-63、Sr-90、Ag-108m 及び Cs-137）、ピ

ット処分は 14 核種（H-3、C-14、Cl-36、Ni-59、Ni-63、Sr-90、Nb-94、Mo-93、Tc-99、Ag-108m、

Cs-137、Ho-166m、U-234 及び Pu-238）、JRR-3 の金属類のトレンチ処分における当面の重要核種

は 8 核種（H-3、Co-60、Sr-90、Ag-108m、Cs-137、Am-241、Pu-239 及び Pu-240）、ピット処分は

15 核種（H-3、C-14、Cl-36、Ni-63、Sr-90、Tc-99、Ag-108m、Cs-137、U-234、U-238、Pu-238、Am-

241、Pu-239、Pu-240 及び Pu-241）が選定されており、これらを包含した放射性核種から、今後、

放射化計算に用いている元素組成データの見直しによって除外される可能性のある放射化汚染特

有の放射性核種等を除いた合計 21 核種（H-3、C-14、Cl-36、Co-60、Ni-63、Sr-90、Nb-94、Tc-99、

Ag-108m、I-129、Cs-137、Eu-152、Eu-154、U-234、U-238、Pu-239+240、Pu-238+Am-241 及び Cm-

243+244）を評価対象とした放射化学分析を行うことで放射能濃度データを取得し、放射能濃度評

価方法について検討を行った。表 2.1 に予備選定した重要核種と分析核種の一覧を、図 2.1 に放射

能濃度評価方法の選択の基本的な考え方のフローを示す。 

検討としては、取得した JRR-2 及び JRR-3 の放射能濃度データについて、単一の施設における

放射能濃度評価方法の検討と JRR-2、JRR-3 双方の放射能濃度データを組合せた場合の施設共通

の放射能濃度評価方法の検討を行った。図 2.2 に JRR-2 及び JRR-3 の施設共通の放射能濃度評価

方法の検討フローを示す。 

 

 放射能濃度評価方法の適用手順について ）

 スケーリングファクタ法の適用手順について

スケーリングファクタ法は、評価対象核種の生成機構、放射性廃棄物への移行挙動等の観点か

ら Key 核種を組み合わせ、評価対象核種と Key 核種との放射能濃度の間に相関関係が成立する場
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合に適用する。 

このため、放射性核種の生成機構及び移行挙動について理論考察を行い、評価対象核種と Key

核種の組み合わせを設定した後、取得した放射能濃度データに基づき、以下に示す手順に従いス

ケーリングファクタ法の適用性について確認する。 

a) 相関関係の成立性の確認 

相関関係の確認としては、有意な放射能濃度データに基づき、相関係数の確認、t 検定による

確認、放射能濃度相関図の確認を行う。 

相関係数は、2 つの確率変数（評価対象核種の放射能濃度データと Key 核種の放射能濃度デー

タ）の間にある線形な関係の強弱を測る指標で、-1 以上 1 以下の実数の値をとる。また、相関

係数が正の場合は正の相関、負の場合は負の相関があるという。相関係数のめやすの例 8）を以

下に示す。 

+0.7 から+1.0、または-0.7 から-1.0 強い相関がある 

+0.4 から+0.7、または-0.4 から-0.7 中程度の相関がある 

+0.2 から+0.4、または-0.2 から-0.4 弱い相関がある 

+0.0 から+0.2、または-0.0 から-0.2 ほとんど相関がない（または無相関） 

 

相関係数は、式（1）で算出する。 

r = ∑(𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝑥̅𝑥) (𝑦𝑦𝑖𝑖 − 𝑦̅𝑦) √∑(𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝑥̅𝑥)2 ∙ ∑(𝑦𝑦𝑖𝑖 − 𝑦̅𝑦)2⁄  ······························ （1） 

ここで、 ：相関係数

𝑥𝑥𝑖𝑖：難測定核種の放射能濃度の対数値

𝑥̅𝑥：難測定核種の放射能濃度の対数値の算術平均値

𝑥̅𝑥 = 1
𝑛𝑛 ∑ 𝑥𝑥𝑖𝑖

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

𝑦𝑦𝑖𝑖：Key核種の放射能濃度の対数値

𝑦̅𝑦：Key核種の放射能濃度の対数値の算術平均値

𝑦̅𝑦 = 1
𝑛𝑛 ∑ 𝑦𝑦𝑖𝑖

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

 

t 検定は、評価対象核種と Key 核種との放射能濃度に相関関係が成立しないという仮説を立

てて検定するものである。危険率 1%で検定する場合、式（2）に示す t0 値が t 分布表の t(n-2, 

1%)に対して t0≧t(n-2, 1%)となるときに評価対象核種と Key 核種との放射能濃度に相関関係が

成立しないとする仮説が棄却され、相関関係が成立すると判定される。 
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20
1

2

r

nr
t




  ········································································· （2） 

r：相関係数 

n：データ数 

 

b) スケーリングファクタの算出及びスケーリングファクタ法の適用 

評価対象核種の放射能濃度は、式（3）に示すように、式（4）または式（5）によって算出し

たスケーリングファクタに廃棄体を非破壊外部測定法によって測定した Key核種の放射能濃度

を掛け合わせることで算出する。 

KNDTM ASFA   ···································································· （3） 

ADTM：評価対象核種の放射能濃度（Bq/g） 

SF：スケーリングファクタ 

AKN：Key 核種の放射能濃度（Bq/g） 

 

式（3）に示すスケーリングファクタの算出には、評価対象核種と Key 核種との核種組成比の

データが対数正規分布に従うことを確認した場合は式（4）を用いた幾何平均値、正規分布に従

うことを確認した場合は式（5）を用いた算術平均値を用いる。なお、発電所廃棄体のスケーリ

ングファクタの算出では、核種組成比のデータが対数正規分布であるが算術平均値を用いてい

る。これは、算術平均値は幾何平均値と等しい又は大きくなる性質があることから放射能濃度

評価上保守的な評価になるためと考えられる。 

 

SF=√𝑦𝑦1 𝑥𝑥1 × 𝑦𝑦2 𝑥𝑥2 × ⋯× 𝑦𝑦𝑛𝑛 𝑥𝑥𝑛𝑛⁄⁄⁄𝑛𝑛  ················································ （4） 

SF：スケーリングファクタ 

xi：Key 核種の放射能濃度データ（i=1,2…,n）（Bq/g） 

yi：評価対象核種の放射能濃度データ（i=1,2…,n）（Bq/g） 

n：データ数 

 

  nxySF
n

i
ii




1

 ································································· （5） 

SF：スケーリングファクタ 

xi：Key 核種の放射能濃度データ（i=1,2…,n）（Bq/g） 

yi：評価対象核種の放射能濃度データ（i=1,2…,n）（Bq/g） 

n：データ数 

 

- 4 -

JAEA-Technology 2018-001



 施設共通のスケーリングファクタの適用手順について

JRR-2 と JRR-3 の施設共通のスケーリングファクタの適用性については、JRR-2 と JRR-3 の

グループ分類の必要性を評価することで行う。 

このグループ分類の評価は、相関関係が成立する評価対象核種を対象とし、評価対象核種と

Key 核種との核種組成比データを発生施設ごとのグループに分類して、これらグループの母集

団の差の有意性を検定する分散分析検定（F 検定）を行う。グループ分類の要否の判定は、式

（6）を用いる。 

 

 
 kNV

kVFs 



1

2 1
 ····································································· （6） 

［判定基準：  ,kN,kFFs  1 ］

ここで、V1：分類内平方和 

 
 


k

i

n

j
jij

i

xxV
1 1

2
1  

V2：分類間平方和

 
2

2  
k

i
ii xxnV  

ｋ：分類数

N：核種組成比データ数 
α：危険率（1%とする。）

 

判定では、Fs＜F（k-1,N-k,1%）となった場合、グループ間に有意な差がないこと否定できな

いと判定されグループ分類が不要となり、Fs＞F（k-1,N-k,1%）となった場合、グループ間に有

意な差があることを否定できないと判定されグループ分類が必要となる。グループ分類が不要

である場合は、発生施設ごとにグループ分類せずに施設共通のスケーリングファクタを設定す

る方針とする。 

また、F 検定に加えて、核種組成比データのヒストグラムを用いて、評価対象核種の放射能

濃度と Key核種の放射能濃度との核種組成比の分布形態が発生施設ごとに有意な差がないこと

を確認する。 

 

 平均放射能濃度法の適用手順について

平均放射能濃度法は、生成機構、放射性廃棄物への移行挙動等の観点から組み合わせる Key 核

種が存在せず、評価対象核種の放射能濃度データが一定範囲に分布する場合に適用することがで

きる。また、最新知見 6）では Key 核種が存在していてもスケーリングファクタ法が成立しない場

合にも適用することがある。 

- 5 -

JAEA-Technology 2018-001



この平均放射能濃度法では、あらかじめ取得した評価対象核種の放射能濃度データの平均放射

能濃度を当該廃棄体の放射能濃度とするため、廃棄体個々に対して放射能濃度を決定してはいな

い。このため、評価対象核種の平均放射能濃度が埋設事業許可申請書に記載された最大放射能濃

度に対して適切な裕度を有している場合に適用できるとされている 9)。 

H-3 や均質・均一固化体の C-14 に対しては、放射性廃棄物への移行挙動の観点から組み合わせ

る Key 核種が存在しないとされ、これまで発電所廃棄体の放射能濃度確認においても平均放射能

濃度法が適用されている 1）。また、東海発電所の充填固化体における Nb-94 及び Tc-99 に対して

は、もともと生成量が少ないと考えられ有意な放射能が検出できなかったことから、検出限界値

データに対する平均値を平均放射能濃度としている 10）。 

平均放射能濃度法の適用性については、以下に示す手順に従い確認する。 
 

a) 平均放射能濃度の算出 

平均放射能濃度は、式（7）に示す一般的な算術平均を用い、評価対象核種の放射能濃度デー

タに基づき算出する。 

nyC
n

i
iav 




1

········································································ （7） 

Cav：平均放射能濃度（Bq/g） 

yi：評価対象核種の放射能濃度データ（i=1,2…,n）（Bq/g） 

n：データ数 
 

b) 平均放射能濃度の裕度の確認 

平均放射能濃度は、本来、埋設処分場に埋設できる最大放射能濃度と比較して、適切な裕度

を有することを確認し、適用性を判断する。しかし、研究施設等廃棄物の埋設処分場の最大放

射能濃度は、立地場所が選定され、研究施設等廃棄物の廃棄物埋設事業許可申請の安全審査を

経てから許可されることから、まだ決定していない。このため、本検討では旧原子力安全委員

会の報告書 11）において試算されたトレンチ処分における基準線量である 10μSv/y に相当する濃

度（以下「基準線量相当濃度」という。）に対して、どの程度の裕度が見込まれるか評価する方

針とする。 

埋設処分場では、埋設する全ての廃棄物の放射能濃度が最大放射能濃度であるものと想定し

ておらず、基準線量相当濃度に基づく総放射能量を超えないように、受け入れる廃棄物の放射

能濃度及び放射能量を管理することとなる。トレンチ処分における最大放射能濃度は、基準線

量相当濃度を丸めた値に最大値見込係数として 10 を乗じた値 11)とされており、基準線量相当

濃度自身に最大放射能濃度と比較して 10 程度の裕度を有するものと言える。このため、平均放

射能濃度が基準線量相当濃度以下となることを示す裕度 1 以上となる場合に、この平均放射能

濃度を適用できる見込みであると判断する方針とする。ただし、今後、研究施設等廃棄物の埋
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設処分場の立地場所が選定され、研究施設等廃棄物の廃棄物埋設事業許可申請の安全審査の中

で、埋設処分可能な放射性核種の種類及びその最大放射能濃度が決定され次第、最大放射能濃

度に対する裕度を改めて評価し、平均放射能濃度が適用できることを確認する必要がある。 

平均放射能濃度の裕度は、式（8）に基づき算出する。 

 

平均放射能濃度の裕度＝基準線量相当濃度／平均放射能濃度 ············· （8） 
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． 放射能濃度評価方法の検討

 スケーリングファクタ法の適用性の検討

JRR-2 と JRR-3 は共に重水減速冷却型の研究用原子炉であり、放射性核種の生成機構及び移行

挙動は基本的に変わらないことから、JRR-2 と JRR-3 それぞれ単一の施設におけるスケーリング

ファクタ法の適用性の検討と JRR-2 及び JRR-3 双方の放射能濃度データを組合せた場合の施設共

通のスケーリングファクタ法の適用性の検討を行った。

放射性核種の生成機構及び移行挙動

放射能濃度データを取得した 21 核種（H-3、C-14、Cl-36、Co-60、Ni-63、Sr-90、Nb-94、Tc-99、

Ag-108m、I-129、Cs-137、Eu-152、Eu-154、U-234、U-238、Pu-239+240、Pu-238+Am-241 及び Cm-

243+244）について原子炉内での生成機構及び放射性廃棄物への移行挙動に着目すると、H-3、C-

14、Cl-36、CP 核種、FP 核種及びα線放出核種（以下「α核種」という。）に大別することとした。

これらの放射性核種の生成機構 12）及び移行挙動について以下にまとめる。

(1) H-3

H-3 の主要な生成機構は原子炉燃料である U の三体核分裂、原子炉冷却材や減速材中の重水

素の放射化であり、重水素の放射化では、H-2(n, γ)H-3 反応によって生成する。H-3 はトリチウ

ム水として、系統流体の移行とともに固体廃棄物の表面に付着すると考えられるが、系統内に

おいては水と同一の挙動を示し、脱塩器または濃縮器等で吸着・濃縮されることはなく、同様

の移行挙動を示す他の重要核種は存在しない。

(2) C-14 

C-14 の主要な生成機構は原子炉燃料、原子炉材料及び原子炉冷却材中の酸素、窒素、炭素の

放射化であるが、原子炉燃料及び原子炉材料において生成した C-14 の原子炉冷却材への放出

量は、原子炉冷却材中の酸素の放射化量に比較すれば無視し得る。また、原子炉冷却材中の窒

素の量は微量であるが、中性子捕獲断面積は酸素に比べて 1 桁程度高い。以下に C-14 の生成反

応を示す。

O-17(n, α)C-14 

N-14(n, p)C-14 

(3) Cl-36 

Cl-36 の主要な生成機構は原子炉冷却材中の不純物として存在する Cl-35 の放射化であり、

Cl-35(n, γ)Cl-36 反応によって生成する。Cl-36 は生成時点において Co-60 との存在比率はほぼ一

定であり、Cl は揮発性、溶解性を示すが、JRR-2、JRR-3 の原子炉冷却材の重水は単一液相であ

ることから 1 次冷却系内では差異がなく、原子炉の運転条件下において系統流体の移行ととも

に固体廃棄物の表面に付着すると考えられる。このため、Cl-36 は Co-60 を Key 核種として検
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討した。

(4) CP 核種（Co-60、Ni-63、Nb-94、Tc-99、Ag-108m、Eu-152、Eu-154）

CP 核種の主要な生成機構は原子炉材料中の安定同位体の放射化である。以下に代表的な CP

核種の生成反応を示す。

Co-59(n, γ)Co-60 

Ni-62(n, γ)Ni-63 

Nb-93(n, γ)Nb-94 

Mo-98(n, γ)Mo-99, Mo-99(β-)Tc-99 

Ag-107(n, γ)Ag-108m 

Eu-151(n, γ)Eu-152 

Eu-153(n, γ)Eu-154 

これらの CP 核種は不揮発性、不溶解性を示し、原子炉の運転条件下において系統流体の移

行とともに固体廃棄物の表面に付着する。このため、CP 核種は Co-60 を Key 核種として検討

した。

(5) FP 核種（Sr-90、Tc-99、I-129、Cs-137）

FP核種の主要な生成機構は原子炉燃料である U 及び Pu の核分裂反応である。これらの放射

性核種は原子炉の運転条件下において不揮発性、不溶解性を示し、系統流体の移行とともに固

体廃棄物の表面に付着する。このため、FP 核種は Cs-137 を Key 核種として検討した。

なお、Tc-99については原子炉構成材料中のMo-98の熱中性子捕獲による生成が支配的であ

るが、U 及び Pu の核分裂反応でも生成されることから FP 核種としても検討することとした。

(6) α核種（U-234、U-238、Pu-239+240、Pu-238+Am-241、Cm-243+244）

α核種の主な生成機構は原子炉燃料である U 及び Pu、原子炉構造材中に含まれる微量元素の

U の熱中性子捕獲及びその壊変等である。これらの放射性核種は原子炉の運転条件下において

不揮発性、不溶解性を示し、系統流体の移行とともに固体廃棄物の表面に付着する。このため、

α核種は Cs-137 を Key 核種として検討した。

 

相関関係の確認

放射性核種の生成機構、移行挙動及びこれまでの検討で得られた知見 2,3,4）から、Cl-36、Ni-63、

Nb-94、Tc-99、Ag-108m、Eu-152 及び Eu-154 については同じ CP 核種である Co-60 の放射能濃度

との関係について、Sr-90、I-129、U-234、U-238、Pu-239+240、Pu-238+Am-241 及び Cm-243+244

については同じ生成機構である Cs-137 について、有意な放射能濃度データに基づき、相関係数の

確認、t 検定による確認、放射能濃度相関図の確認を行った。 
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(1) JRR-2 施設単一データでの検討ケース 

相関係数の算出が可能な有意な放射能濃度データが 3 点以上得られた放射性核種は Cl-36、

Ni-63、Ag-108m、Eu-152、Eu-154、Sr-90、I-129、U-234、U-238 及び Pu-239+240 であった。こ

れらの放射性核種について相関関係の確認を行った。 

a) 相関係数の確認

相関係数の確認の結果を表 3.1 に、概要を以下に示す。

・Ni-63、Eu-152 及び Eu-154 は Co-60 と強い正の相関がある。

・Sr-90、U-234、U-238 及び Pu-239+240 は Cs-137 と強い正の相関がある。

b) t 検定による確認

t 検定による確認の結果を表 3.2 に、概要を以下に示す。

・Ni-63、Eu-152 及び Eu-154 は Co-60 と相関関係が成立した。

・Sr-90 は Cs-137 と相関関係が成立した。 

c) 放射能濃度相関図の確認

放射能濃度相関図による確認の結果を図 3.1 に、概要を以下に示す。

・Ni-63、Eu-152 及び Eu-154 は Co-60 と相関傾向が見られた。 

・Sr-90、U-234、U-238 及び Pu-239+240 は Cs-137 と相関傾向が見られた。

(2) JRR-3 施設単一データでの検討ケース 

相関係数の算出が可能な有意な放射能濃度データが 3 点以上得られた放射性核種は Ni-63、

Sr-90、U-234、U-238、Pu-239+240 及び Pu-238+Am-241 であった。これらの放射性核種につい

て相関関係の確認を行った。 

a) 相関係数の確認

相関係数の確認の結果を表 3.3 に、概要を以下に示す。

・Ni-63 は Co-60 と強い正の相関がある。

・Sr-90、U-234、U-238 及び Pu-239+240 は Cs-137 と強い正の相関がある。

b) t 検定による確認

t 検定による確認の結果を表 3.4 に、概要を以下に示す。

・Co-60 と相関関係が成立した放射性核種はなかった。

・Sr-90 は Cs-137 と相関関係が成立した。 

c) 放射能濃度相関図の確認

放射能濃度相関図による確認の結果を図 3.2 に、概要を以下に示す。

・Ni-63 は Co-60 と相関傾向が見られた。 

・Sr-90、U-234、U-238 及び Pu-239+240 は Cs-137 と相関傾向が見られた。 

(3) JRR-2 及び JRR-3 を組み合わせたデータの検討ケース 

相関係数の算出が可能な有意な放射能濃度データが 3 点以上得られた放射性核種は Cl-36、

- 10 -

JAEA-Technology 2018-001



Ni-63、Ag-108m、Eu-152、Eu-154、Sr-90、U-234、U-238、Pu-239+240、Pu-238+Am-241 及び Cm-

243+244 であった。これらの放射性核種について相関関係の確認を行った。 

a) 相関係数の確認

相関係数の確認の結果を表 3.5 に、概要を以下に示す。

・Ni-63、Eu-152 及び Eu-154 は Co-60 と強い正の相関がある。

・Sr-90、U-238、Pu-239+240 及び Pu-238+Am-241 は Cs-137 と強い正の相関がある。

b) t 検定による確認

t 検定による確認の結果を表 3.6 に、概要を以下に示す。

・Ni-63、Eu-152 及び Eu-154 は Co-60 と相関関係が成立した。

・Sr-90 及び Pu-239+240 は Cs-137 と相関関係が成立した。 

c) 放射能濃度相関図の確認

放射能濃度相関図による確認の結果を図 3.3 に、概要を以下に示す。

・Ni-63、Eu-152 及び Eu-154 は Co-60 と相関傾向が見られた。 

・Sr-90、U-238、Pu-239+240 及び Pu-238+Am-241 は Cs-137 と相関傾向が見られた。

(4) 各検討ケースの比較 

JRR-2、JRR-3 それぞれ施設単一データでの検討ケースと JRR-2 及び JRR-3 を組み合わせ

たデータの検討ケースの相関関係の確認結果を比較した。比較表を表 3.7 に、比較結果の概

要を以下に示す。 

・相関係数が高い放射性核種は、施設単一データ、組み合わせたデータともにほぼ一致し

ている。 

・t 検定の結果は、JRR-2 施設単一データでは Ni-63、Eu-152、Eu-154 及び Sr-90 の 4 核種

が成立、JRR-3 施設単一データでは Sr-90 の 1 核種が成立、JRR-2 及び JRR-3 を組み合

わせたデータでは Ni-63、Eu-152、Eu-154、Sr-90 及び Pu-239+240 の 5 核種が成立し、

組み合わせたデータの方が成立する放射性核種は多くなる。 

・施設単一データでは t 検定が不合格であった核種が、組み合わせたデータでは合格とな

った放射性核種がある。 

・施設単一データでは、相関係数から強い相関が確認されているが t 検定で不合格となっ

た放射性核種がある。 

・相関図は施設単一データでは有意なデータ数が少なく分布状況の判断が困難である。 

以上の結果から相関係数からは相関性があることを確認できるが、t 検定の結果が不合格

となった放射性核種がある。この原因を確認するため、t 検定の合格に必要なデータ数と相

関係数の関係を算出した。算出結果を図 3.4 に示す。 

この算出結果から、強い相関があると判定される下限値の相関係数 0.7 の場合、t 検定の合

格に必要なデータ点数は 13 点であることが分かる。JRR-2 試料の分析数は 8 試料、JRR-3 試
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料の分析数は 7 試料であることから、施設単一データで相関関係の成立が困難であり、施設

単一データで相関関係の成立を目指す場合は、追加データの取得が必要であることが分かっ

た。 

このため、本検討では JRR-2 及び JRR-3 を組み合わせたデータを用いて施設共通のスケー

リングファクタの適用する放射能濃度評価方法を検討することとした。 

 

施設共通のスケーリングファクタの適用性の確認

施設共通のスケーリングファクタの算出に用いる JRR-2 及び JRR-3 を組み合わせたデータは、

発生施設の異なる JRR-2 及び JRR-3 のデータを含むことから、発生施設毎のグループ分類の必要

性について分散分析検定（F 検定）を行うことで確認した。 

この F 検定は、Key 核種と相関関係が成立した Ni-63、Eu-152、Eu-154、Sr-90 及び Pu-239+240

を対象に行った。F 検定による確認の結果を表 3.8 に示す。確認の結果、Ni-63、Eu-152、Sr-90 及

び Pu-239+240 の 4 核種は、グループ分類が不要となった。また、Eu-154 は、JRR-3 の有意なデー

タが 1 点しかなく検定が行えないことから、追加で試料採取する必要がある。 

次に、F 検定に加えてヒストグラムにて、施設単一データと JRR-2 及び JRR-3 を組み合わせた

データの評価対象核種と Key 核種の放射能濃度比分布を比較した。放射能濃度比分布の比較結果

を図 3.5 に示す。比較の結果、施設単一データと組み合わせたデータの放射能濃度比分布の傾向

はよく一致することを確認した。 

スケーリングファクタの設定

スケーリングファクタの設定は、Key 核種と相関関係が成立した Ni-63、Eu-152、Eu-154、Sr-90

及び Pu-239+240 を対象にデータの分布形態の確認を行い、データの分布形態に合わせて設定し

た。データの分布形態が正規分布である場合は算術平均、対数正規分布である場合は幾何平均で

スケーリングファクタを算出することとした。また、発電所廃棄体の放射能濃度評価では、デー

タの分布形態によらず保守的な算術平均でスケーリングファクタを算出していることから参考値

として算術平均でもスケーリングファクタを算出した。

(1) データの分布形態の確認

データの分布形態の確認は、評価対象核種と Key 核種の放射能濃度比のデータを正規確率紙

及び対数正規確率紙にプロットすることで行った。正規確率紙を図 3.6 に、対数正規確率紙を

図 3.7 に示す。

確認の結果、正規確率紙にプロットしたデータは直線的に並ばず、対数正規確率紙にプロッ

トしたデータが直線的に並んだことから、放射能濃度データは対数正規分布であると推定され

る。

- 12 -

JAEA-Technology 2018-001



(2) スケーリングファクタの算出 

スケーリングファクタの算出は、データの分布形態が対数正規分布であることから幾何平均

を用いた。また、参考値として標準偏差と算術平均のスケーリングファクタを算出した。算出

結果を表 3.9 に示す。 

 

 平均放射能濃度法の適用性の検討

平均放射能濃度法の適用性は、3.1 項でスケーリングファクタ法の適用が成立しなかった放射性

核種である H-3、C-14、Cl-36、Nb-94、Tc-99、Ag-108m、I-129、Eu-154、U-234、U-238、Pu-238+Am-

241 及び Cm-243+244 を対象に検討を行った。これらの放射性核種には、本来、Key 核種が存在す

る放射性核種が含まれているが、今後、スケーリングファクタ法の成立を目指して試料採取を継

続する判断の指標とするために適用性を検討することとした。なお、本検討に用いている放射化

学分析用の試料は、金属廃棄物の中でも比較的汚染のレベルが高い放射性廃棄物から採取された

ものであり、取得した放射能濃度データは本検討における評価対象核種の放射能濃度分布を保守

的に代表するものであると考えられる。 

 

平均放射能濃度の算出

Key 核種と相関関係が成立しなかった放射性核種は、有意な放射能濃度データ数が少なく、1 点

も有意な放射能濃度データが得られていない放射性核種も含まれている。また、現時点の分析数

は JRR-2 と JRR-3 のデータを組合せた最大でも 15 試料でありデータ数が少ないことから、一律

全放射性核種、有意な放射能濃度データに加えて検出限界値データを含めたデータを用いて平均

放射能濃度法の適用性を検討することとした。なお、検出限界値データを含めた平均値を平均放

射能濃度とすることは、真の値が検出限界値を下回ることから保守的な評価となる。 

対象とした H-3、C-14、Cl-36、Nb-94、Tc-99、Ag-108m、I-129、Eu-154、U-234、U-238、Pu-238+Am-

241 及び Cm-243+244 の放射能濃度データについて平成 30 年 3 月 31 日時点の値に減衰補正し、

2.2.3 項の式（7）を用いて平均放射能濃度を算出した。表 3.10 に算出した平均放射能濃度を示す。

算出した平均放射能濃度は、基本的には本検討において放射化学分析用の試料の採取対象とした

保管廃棄物に限定されるものである。一方、平均放射能濃度法は保管廃棄物の金属廃棄物全体に

適用する必要があることから継続して確認分析を実施していく必要がある。 

 

平均放射能濃度の裕度の確認

2.2.3 項に示したように、研究施設等廃棄物の埋設処分可能な放射性核種の種類及びその最大放

射能濃度は、埋設処分場の立地場所が選定され廃棄物埋設事業許可申請の安全審査を経て決定さ

れる。このため本検討では、基準線量相当濃度に対する平均放射能濃度の裕度が 1 以上となるこ

とを確認する。 
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確認の結果、表 3.10 に示すように平均放射能濃度法の適用性の検討を行うこととした放射性核

種である H-3、C-14、Cl-36、Nb-94、Tc-99、Ag-108m、I-129、Eu-154、U-234、U-238、Pu-238+Am-

241 及び Cm-243+244 について平均放射能濃度の裕度が 1 以上となった。平均放射能濃度がトレ

ンチ処分における基準線量相当濃度を上回る評価対象核種はなく、もっとも平均放射能濃度の裕

度が小さい放射性核種は Cl-36 で 1.07 という結果であった。 

平均放射能濃度の算出に用いたデータの放射化学分析用の試料は、基本的にトレンチ処分対象

を想定しているものであるが、金属廃棄物の中でも比較的汚染のレベルが高い放射性廃棄物から

採取されたものを含んでおり、今後の検討により放射能濃度上限値付近の廃棄物はピット処分と

する可能性もある。このため、放射能濃度上限値付近の廃棄物のデータを除いて、平均放射能濃

度を再算出することも考慮し、主要な Key核種である Co-60 と Cs-137 の放射能濃度を指標（X 軸）

とした放射能濃度分布図を作成した。ここで、放射能濃度分布図の放射能濃度データは平成 30 年

3 月 31 日現在に減衰補正したものを用いた。図 3.8 に Co-60 の放射能濃度を指標とした放射能濃

度分布図を、図 3.9 に Cs-137 の放射能濃度を指標とした放射能濃度分布図を示す。 

 

平均放射能濃度法の適用性の考察

前項で平均放射能濃度の裕度を確認した結果、いずれの放射性核種も裕度が 1 以上であること

から、平均放射能濃度法が基本的に適用できる。しかし、平均放射能濃度が過剰に高い場合、埋

設施設へ埋設できる総放射能量を無駄に消費することとなる。このため、平均放射能濃度の裕度

が 10 未満となった C-14、Cl-36 及び Tc-99 について平均放射能濃度が高い原因を考察した。 

(1) C-14 

C-14 は分析した 15 試料のうち 13 試料で検出されている。 

C-14 の主要な生成反応は O-17(n, α)C-14 反応と N-14(n, p)C-14 反応と考えられる 12）。 

JRR-2 及び JRR-3 は重水炉で、重水のカバーガスとしてヘリウムが用いられている。このカ

バーガスは原子炉の運転開始前にヘリウム置換作業を行うことでヘリウム濃度を約 90Vol%以

上まで上昇させている 13）。このため、残りの約 10Vol%以下の不純物中には系統開放時に系統

内に流入した空気が含まれているものと考えられる。また、空気中に含まれる Ar の放射化で生

成された Ar-41 が原子炉運転中に検出されていた 14,15）ことからも、系統内に空気が存在してい

たものと考えられる。 

空気の組成の 23.2％が酸素、75.5％が窒素であること 16）、O-17 は酸素の安定同位体で存在比

は 0.037％、一方、N-14 は窒素の安定同位体で存在比は 99.635％であること 12）から、空気中の

窒素が主な C-14 の起源となっていると考えられる。 

以上のことから、重水炉特有の設備や運転条件が原因で生成された C-14 が平均放射能濃度

を上昇させているものと考えられる。また、カバーガス中の窒素濃度のデータを調査すること

で、今後、原因の特定が可能であると考えられる。 
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(2) Cl-36 

Cl-36 は分析した 15 試料のうち 11 試料で検出されている。 

Cl-36 の主要な生成反応は Cl-35(n, γ)Cl-36 反応と考えられる 12）。Cl-35 は塩素の安定同位体

で存在比は 75.53％である 12）。また、放射化計算コードを用いて Cl-36 の起源元素を試算すると

硫黄からも僅かに生成される。 

塩素は JRR-2 及び JRR-3 の原子炉冷却材である重水の不純物に含まれているものと考えら

れ、イオン交換樹脂には不純物として塩素を含有していることから、樹脂通水時に塩素が溶出

していると考えられる。 

樹脂通水時の塩素の溶出については、新型転換炉原型炉施設ふげん（以下「ふげん」という。）

で重水の水質悪化を防止するために検討している事例 17）があり、「ふげん」では樹脂に含まれ

る塩素を低減した樹脂の改良、開発が行われている。JRR-2 及び JRR-3 では汎用のイオン交換

樹脂を使用していたと考えられることから、重水中の塩素濃度が高くなる要因の一つとして推

定される。 

また、硫黄は「ふげん」の検討事例 17）によると、重水の放射線分解で生成される過酸化重水

素がイオン交換樹脂を酸化分解しているものと検討されている。原子炉冷却系の冷却材（軽水）

においても放射線分解によって過酸化水素が生成するが、冷却材温度が約 284℃と極めて高い

ため分解反応が迅速に進行し、系統内の過酸化水素濃度は 5ppb 以下と極めて低い。これに対し

て減速材である重水の温度は、最大約70℃であるため過酸化重水素の分解反応が進行せず5ppm

から 10ppm 程度存在し、イオン交換樹脂の酸化分解が進行すると考えられている。一方、JRR-

2 の重水温度は平均で 54.5℃18）、JRR-3 の重水温度は平均で 47.5℃19）であることから、「ふげん」

の重水と同じように放射線分解で生成される過酸化重水素濃度が高くなっていたと考えられる。

このため、イオン交換樹脂の酸化分解によって構成成分から SO42-や NO3-が溶出していたもの

と推定される。 

以上のことから、重水炉特有の設備や運転条件が原因で生成する Cl-36 が平均放射能濃度を

上昇させているものと考えられる。また、JRR-2 及び JRR-3 に使用している樹脂の種類や重水

の水質管理に関するデータを調査することで、今後、原因の特定が可能であると考えられる。 

(3) Tc-99 

Tc-99 は分析した 15 試料のうち検出された試料はない。このため、平均放射能濃度が高い原

因は検出限界値データの中に基準線量相当濃度付近のデータがあるためである。 

基準線量相当濃度付近のデータは、いずれも放射化汚染が含まれる試料であることから、こ

れらのデータを含めて平均放射能濃度を算出することで、過剰に保守的な値となっているもの

と考えられる。 

Tc-99 はコンクリートピット処分の重要核種であるが、トレンチ処分の重要核種ではないこ

とから、トレンチ処分における基準線量相当濃度で裕度を評価することが適切ではなかったと
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考えられる。このため、Tc-99 の平均放射能濃度の算出値は参考値扱いとし、今後、放射化汚染

が含まれる試料のデータと分けて平均放射能濃度を算出する等の検討を行う必要がある。また、

Tc-99 は本来、スケーリングファクタ法の適用が考えられる放射性核種であることから、今後、

放射化学分析データの拡充を図りスケーリングファクタ法の適用についても引き続き検討する。 

 

 今後の検討事項

本検討において、放射能濃度評価方法の基幹となるスケーリングファクタ法と平均放射能濃度

法の適用性をそれぞれの方法別に検討してきたが、実際の放射能濃度評価方法への適用にあたっ

ては、「核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則

（以下「第二種埋設規則」という。）」の放射能濃度に係る項目の要求事項を満足することについ

て、実際の廃棄体確認における放射能濃度の算出を模擬したシミュレーションを試行して、確認

することを検討する必要がある。  
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． まとめ

 
本検討においては、研究施設等廃棄物の埋設処分に向けた取り組みの一環として、原子炉施設

から発生した放射性廃棄物に対する放射能濃度評価方法の構築に向け、JRR-2 及び JRR-3 保管廃

棄物のうち金属廃棄物を対象としたスケーリングファクタ法と平均放射能濃度法の適用性の検討

を行った。スケーリングファクタ法と平均放射能濃度法の適用性を取りまとめた結果を表 4.1 に

示す。 

スケーリングファクタ法の適用性の検討の結果、分散分析検定（F 検定）を用いて、JRR-2 及び

JRR-3 施設共通のスケーリングファクタを適用できる見込みが得られた。 

Ni-63、Sr-90、Eu-152 及び Pu-239+240 は、Key 核種との相関関係を確認しスケーリングファク

タ法が適用できる見込みが得られた。 

Eu-154、U-234、U-238 及び Pu-238+Am-241 は、現在得られている相関係数から t 検定の合格に

必要なデータ点数を算出した結果、2 点から 6 点の追加データが得られれば、スケーリングファ

クタ法が適用できる見込みである。 

Nb-94、Tc-99、Ag-108m 及び Cm-243+244 は、検出数が少なく相関関係の確認には多数の追加

データが必要となる。このため、スケーリングファクタ法の適用には、引き続き試料採取及び放

射化学分析を行う必要がある。なお、Nb-94 及び Ag-108m は、γ線放出核種であることから Key

核種である Co-60 及び Cs-137 と合わせて非破壊外部測定法を適用することも有用であり、合わせ

て検討を行っていく必要がある。 

平均放射能濃度法の適用性の検討の結果、H-3、C-14、Cl-36、Nb-94、Tc-99、Ag-108m、I-129、

Eu-154、U-234、U-238、Pu-238+Am-241 及び Cm-243+244 は、平均放射能濃度がトレンチ処分に

おける基準線量相当濃度以下となることを、平均放射能濃度の裕度を評価することで確認し、平

均放射能濃度法が適用できる見込みが得られた。 

算出した平均放射能濃度は、基本的には本検討において放射化学分析用の試料の採取対象とし

た保管廃棄物に限定されるものであることから、保管廃棄物の金属廃棄物全体に適用できる平均

放射能濃度を検討していく必要がある。また、平均放射能濃度の裕度についても研究施設等廃棄

物の埋設処分場の最大放射能濃度が決定され次第、最大放射能濃度に対する裕度を改めて評価し、

平均放射能濃度が適用できることを確認する必要がある。 

Eu-154、U-234、U-238 及び Pu-238+Am-241 のように少数の追加データが得られればスケーリン

グファクタ法が適用できる放射性核種や Nb-94、Tc-99、Ag-108m 及び Cm-243+244 のように本来

スケーリングファクタ法が適用できると考えられる放射性核種を含んでいることから、他の方法

も含め合理的な放射能濃度評価方法を選択する必要がある。 

平均放射能濃度の裕度が 10 未満であった C-14 及び Cl-36 は、放射能濃度が高くなる原因とし

て重水炉特有の設備や運転条件があると考えられることから、カバーガス中の窒素濃度や重水水
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質等の運転管理上のデータを調査し、原因の特定を行う必要がある。また、Tc-99 は、放射化汚染

が含まれる試料の検出限界値が高く、過剰に保守的な平均放射能濃度となっていることから参考

値扱いとし、今後、放射化汚染が含まれる試料のデータと分けて平均放射能濃度を算出する等の

検討を行う必要がある。 

本検討で算出したスケーリングファクタと平均放射能濃度の実際の放射能濃度評価方法への適

用にあたっては、第二種埋設規則の放射能濃度に係る項目の要求事項を満足することについて、

実際の廃棄体確認における放射能濃度の算出を模擬したシミュレーションを試行して、確認する

ことを検討する必要がある。 
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表 2.1 分析核種と予備選定した重要核種の一覧

No. 放射性

核種

分析

核種

予備選定した重要核種

備考トレンチ処分
コンクリート

ピット処分

JRR-2 JRR-3 JRR-2 JRR-3 

1 H-3 〇 〇 〇 〇 〇

2 C-14 〇 〇 〇 〇

3 Cl-36 〇 〇 〇

4 Co-60 〇 〇 〇

5 Ni-59 〇
Ni-63 との生成比の理論計算により

評価が可能な放射性核種のため除外

6 Ni-63 〇 〇 〇 〇

7 Sr-90 〇 〇 〇 〇 〇

8 Nb-94 〇 〇

9 Mo-93 〇
JRR-2 放射化汚染特有の放射性核種

のため除外

10 Tc-99 〇 〇 〇

11 Ag-108m 〇 〇 〇 〇 〇

12 I-129 〇
サイクル廃棄物の重要核種として当

面選定されているため追加

13 Cs-137 〇 〇 〇 〇 〇

14 Eu-152 〇

15 Eu-154 〇

16 Ho-166m 〇
JRR-2 放射化汚染特有の放射性核種

のため除外

17 U-234 〇 〇 〇

18 U-238 〇 〇

19 Pu-238 〇 〇 〇

20 Pu-239 〇 〇 〇

21 Pu-240 〇 〇 〇

22 Pu-241 〇
JRR-3 二次的汚染特有の放射性核種

のため除外

23 Am-241 〇 〇 〇

24 Cm-243 〇
照射後試験施設特有の放射性核種の

ため追加

25 Cm-244 〇
照射後試験施設特有の放射性核種の

ため追加

核種数 21 7 8 14 15 
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表 3.1 相関係数の確認結果（JRR-2）

放射性核種
データ数＊1

（検出数 分析数）
相関係数＊2

Cl-36 

Co-60 

8/8 0.06 ほとんど相関がない。

Ni-63 7/8 0.94 強い相関がある。

Nb-94 2/8  

Tc-99 0/8  

Ag-108m 5/8 0.52 中程度の相関がある。

Eu-152 4/8 1.00 強い相関がある。

Eu-154 5/8 0.96 強い相関がある。

Sr-90 

Cs-137 

7/8 0.97 強い相関がある。

Tc-99 0/8  

I-129 1/8  

U-234 5/8 0.80 強い相関がある。

U-238 4/8 0.90 強い相関がある。

Pu-239+240 5/8 0.95 強い相関がある。

Pu-238+Am-241 1/8  

Cm-243+244 2/8  

＊1 検出数は評価対象核種と Key 核種が共に有意なデータ数を示す。

＊2 データ数が 2 点以下の放射性核種は相関係数の算出が未実施であることから「 」

表記としている。

表 3.2 t 検定による確認結果（JRR-2） 

放射性核種 t0 値 t 値 
（t(n-2,1%)） 確認結果＊1 

Cl-36 

Co-60 

0.15 3.71 不合格 

Ni-63 6.01 4.03 合格 

Ag-108m 1.07 5.84 不合格 

Eu-152 26.5 9.92 合格 

Eu-154 6.14 5.84 合格 

Sr-90 

Cs-137 

9.74 4.03 合格 

U-234 2.32 5.84 不合格 

U-238 2.92 9.92 不合格 

Pu-239+240 5.14 5.84 不合格 

＊1 判定基準は t0≧t(n-2,1%)であれば相関関係を有する（合格）とした。 
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表 3.3 相関係数の確認結果（JRR-3） 

放射性核種
データ数＊1

（検出数 分析数）
相関係数＊2

Cl-36 

Co-60 

2/7   

Ni-63 5/7 0.72 強い相関がある。

Nb-94 0/7   

Tc-99 0/7   

Ag-108m 1/7   

Eu-152 2/7   

Eu-154 1/7   

Sr-90 

Cs-137 

7/7 0.96 強い相関がある。

Tc-99 0/7   

I-129 1/7   

U-234 7/7 0.87 強い相関がある。

U-238 6/7 0.92 強い相関がある。

Pu-239+240 6/7 0.85 強い相関がある。

Pu-238+Am-241 4/7 0.08 ほとんど相関がない。

Cm-243+244 1/7   

＊1 検出数は評価対象核種と Key 核種が共に有意なデータ数を示す。 
＊2 データ数が 2 点以下の放射性核種は相関係数の算出が未実施であることから「 」

表記としている。 

表 3.4 t 検定による確認結果（JRR-3） 

放射性核種 t0 値 t 値 
（t(n-2,1%)） 確認結果＊1 

Ni-63 Co-60 1.79 5.84 不合格 

Sr-90 

Cs-137 

8.11 4.03 合格 

U-234 3.87 4.03 不合格 

U-238 4.57 4.60 不合格 

Pu-239+240 3.27 4.60 不合格 

Pu-238+Am-241 0.11 9.92 不合格 

＊1 判定基準は t0≧t(n-2,1%)であれば相関関係を有する（合格）とした。 
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表 3.5 相関係数の確認結果（JRR-2 及び JRR-3） 

放射性核種 
データ数＊1 

（検出数 分析数） 相関係数＊2 

Cl-36 

Co-60 

10/15 0.04 ほとんど相関がない。 

Ni-63 12/15 0.77 強い相関がある。 

Nb-94 2/15   

Tc-99 0/15   

Ag-108m 6/15 0.61 中程度の相関がある。 

Eu-152 6/15 0.99 強い相関がある。 

Eu-154 6/15 0.95 強い相関がある。 

Sr-90 

Cs-137 

14/15 0.97 強い相関がある。 

Tc-99 0/15   

I-129 2/15   

U-234 12/15 0.68 中程度の相関がある。 

U-238 10/15 0.71 強い相関がある。 

Pu-239+240 11/15 0.91 強い相関がある。 

Pu-238+Am-241 5/15 0.76 強い相関がある。 

Cm-243+244 3/15 -1.00 強い相関がある（負の相関）。 

＊1 検出数は評価対象核種と Key 核種が共に有意なデータ数を示す。 
＊2 データ数が 2 点以下の放射性核種は相関係数の算出が未実施であることから「 」

表記としている。 
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表 3.6 t 検定による確認結果（JRR-2 及び JRR-3） 

放射性核種 t0 値 
t 値 

（t(n-2,1%)） 確認結果＊1 

Cl-36 

Co-60 

0.12 3.36 不合格 

Ni-63 3.78 3.17 合格 

Ag-108m 1.53 4.60 不合格 

Eu-152 17.0 4.60 合格 

Eu-154 6.18 4.60 合格 

Sr-90 

Cs-137 

13.6 3.05 合格 

U-234 2.90 3.17 不合格 

U-238 2.84 3.36 不合格 

Pu-239+240 6.54 3.25 合格 

Pu-238+Am-241 2.05 5.84 不合格 

Cm-243+244 -10.8 63.7 不合格 

＊1 判定基準は t0≧t(n-2,1%)であれば相関関係を有する（合格）とした。 

- 24 -

JAEA-Technology 2018-001



表
3.

7
各
検
討
ケ
ー
ス
の
比
較

＊
1  

放
射
性
核
種

 
JR

R
-2

単
一
施
設

 
JR

R
-3

単
一
施

設
 

JR
R

-2
及
び

JR
R

-3
組
合
せ

 

相
関
係
数

 
t検

定
 

相
関
図

 
相
関
係
数

 
t検

定
 

相
関
図

 
相
関
係
数

 
t検

定
 

相
関
図

 

C
l-3

6 

C
o-

60
 

×
×

×
×

×
×

N
i-6

3 
○

○
○

○
×

△
○

○
○

N
b-

94
 

Tc
-9

9 

A
g-

10
8m

 
△

×
×

△
×

×

Eu
-1

52
 

○
○

○
○

○
○

Eu
-1

54
 

○
○

△
○

○
○

Sr
-9

0 

C
s-

13
7 

○
○

○
○

○
○

○
○

○

Tc
-9

9 

I-1
29

 

U
-2

34
 

○
×

△
○

×
○

△
×

△

U
-2

38
 

○
×

△
○

×
○

○
×

△

Pu
-2

39
+2

40
 

○
×

○
○

×
△

○
○

○

Pu
-2

38
+A

m
-2

41
 

×
×

×
○

×
△

C
m

-2
43

+2
44

 
×

×
×

＊
1

デ
ー
タ

数
が

3
点

以
下
の
放

射
性

核
種
は
「

」
表
記
と
し
て
い
る
。

 
  

  
 相

関
係

数
は

強
い

相
関
が

あ
る
場
合
を
○
、
中
程
度
の
相
関
が
あ
る
場
合
や
弱
い
相
関

が
あ
る
場
合
を
△
、
ほ
と
ん
ど
相
関
が
な
い
場
合
を
×
と
し
た
。

 
  

  
 t

検
定
は
合
格
を
○
、
不
合
格
を
×
と
し
た
。

 
  

  
 相

関
図

は
デ

ー
タ

の
分
布

が
直
線
的
に
並
ん
だ
場
合
を
○
、
分
布
が
や
や
ば
ら
け
た
場
合
を

△
、
不
明
な
分
布
の
場
合
を

×
と
し
た
。

 

- 25 -

JAEA-Technology 2018-001



表 3.8 分散分析検定（F 検定）によるグループ分類の必要性の確認結果 

放射性核種 分散比 Fs 
F 値 

（F(k-1,N-k,1%)） 確認の結果＊1 備考 

Ni-63 

Co-60 

2.03 10.0 分類不要  

Eu-152 0.89 21.2 分類不要  

Eu-154    検定不可＊2 

Sr-90 
Cs-137 

3.40E-3 9.33 分類不要  

Pu-239+240 0.34 10.6 分類不要  

＊1 確認結果の判定基準は Fs＜F(k-1,N-k,1%)であれば分類不要とした。 
＊2 JRR-3 の Eu-154 Co-60 の有意なデータ数は 1 点であり、分散が算出できないことから検定

できなかった。 

表 3.9 スケーリングファクタの算出結果 

放射性核種 分布形態 算出方法 算出結果＊1 
参考値＊1 

標準偏差＊2 算術平均 

Ni-63 

Co-60 

対数正規分布

と推定 
幾何平均 4.40E-2 2.88E-1 1.75E-1 

Eu-152 
対数正規分布

と推定 
幾何平均 5.19E-3 5.17E-3 6.99E-3 

Eu-154 
対数正規分布

と推定 
幾何平均 1.26E-3 3.94E-3 2.50E-3 

Sr-90 

Cs-137 

対数正規分布

と推定 
幾何平均 6.10E-1 8.29E-1 8.76E-1 

Pu-239+240 
対数正規分布

と推定 
幾何平均 5.66E-2 1.31E-1 1.18E-1 

＊1 試料発生日時点の値を示す。 
＊2 不変標準偏差を示す。 
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表 3.10 平均放射能濃度の算出結果 

放射性核種 
データ数 

（検出数 分析数） 

基準線量相当 
濃度 

（Bq/g）＊1 

平均放射能濃度 
（Bq/g）＊2 

平均放射能濃度

の裕度＊3 

H-3 14/15 5.30E+2 7.10E+0 74.6 

C-14 13/15 2.20E+1 1.15E+1 1.91 

Cl-36 11/15 1.40E+0 1.31E+0 1.07 

Nb-94 2/15 1.70E+0 1.46E-1 11.7 

Tc-99 0/15 1.10E+0 3.34E-1 3.29 

Ag-108m 6/15 1.70E+0 1.38E-1 12.3 

I-129 2/15 6.10E-1 4.62E-2 13.2 

Eu-154 6/15 1.20E+2 3.09E-1 388 

U-234 12/15 5.80E-1 1.19E-2 48.8 

U-238 10/15 3.40E-1 7.96E-3 42.7 

Pu-238+Am-241 5/15 2.40E+1 2.78E-2 864 

Cm-243+244 3/15 4.20E+1 5.65E-3 7440 

＊1 トレンチ処分における基準線量相当濃度を示す。Pu-238+Am-241 の値は Am-241 の値、Cm-
243+244 の値は Cm-243 の値を代表値としている。 

＊2 有意な検出値に加えて検出限界値を含む放射能濃度データを平成 30 年 3 月 31 日時点の値

に減衰補正してから算出した算術平均値を示す。 
＊3 平均放射能濃度の裕度は、基準線量相当濃度／平均放射能濃度を示す。 
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表 4.1 JRR-2 及び JRR-3 保管廃棄物に対する放射能濃度評価方法のまとめ 

放射性核種 評価方法 適用性＊1 備考 

H-3 平均放射能濃度法 〇  

C-14 平均放射能濃度法 〇  

Cl-36 平均放射能濃度法 〇  

Co-60 非破壊外部測定法 〇 実績あり（本検討対象外） 

Ni-63 スケーリングファクタ法 〇  

Sr-90 スケーリングファクタ法 〇  

Nb-94 
スケーリングファクタ法 × 検討には追加データ多数必要 

平均放射能濃度法 〇  

Tc-99 
スケーリングファクタ法 × 検討には追加データ多数必要 

平均放射能濃度法 〇  

Ag-108m 
スケーリングファクタ法 × 検討には追加データ多数必要 

平均放射能濃度法 〇  

I-129 平均放射能濃度法 〇  

Cs-137 非破壊外部測定法 〇 実績あり（本検討対象外） 

Eu-152 スケーリングファクタ法 〇  

Eu-154 
スケーリングファクタ法 △

JRR-3 の追加データ 2 点で適用
できる見込み 

平均放射能濃度法 〇  

U-234 
スケーリングファクタ法 △

追加データ 2 点で適用できる
見込み 

平均放射能濃度法 〇  

U-238 
スケーリングファクタ法 △

追加データ 2 点で適用できる
見込み 

平均放射能濃度法 〇  

Pu-239+240 スケーリングファクタ法 〇  

Pu-238+Am-241 
スケーリングファクタ法 △

追加データ 6 点で適用できる
見込み 

平均放射能濃度法 〇  

Cm-243+244 
スケーリングファクタ法 × 検討には追加データ多数必要 

平均放射能濃度法 〇  

＊1 適用できるものを〇、適用見込みのものを△、適用できるか判断できないものを×とし

た。
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図 2.1 放射能濃度評価方法の選択の基本的な考え方のフロー 
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図 3.1（1） Cl-36/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-2） 

図 3.1（2） Ni-63/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-2） 
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図 3.1（3） Ag-108m/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-2） 

図 3.1（4） Eu-152/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-2） 

放
射
能
濃
度

放射能濃度

検出限界値

放
射
能
濃
度

放射能濃度

検出限界値

試料発生日時点の値

試料発生日時点の値

- 32 -

JAEA-Technology 2018-001



図 3.1（5） Eu-154/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-2） 

図 3.1（6） Sr-90/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-2） 
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図 3.1（7） U-234/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-2） 

図 3.1（8） U-238/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-2） 
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図 3.1（9） Pu-239+240/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-2） 

放
射
能
濃

度

放射能濃度

検出限界値

試料発生日時点の値

- 35 -

JAEA-Technology 2018-001



図 3.2（1） Ni-63/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-3） 

図 3.2（2） Sr-90/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-3） 
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図 3.2（3） U-234/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-3） 

図 3.2（4） U-238/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-3） 
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図 3.2（5） Pu-239+240/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-3） 

図 3.2（6） Pu-238+Am-241/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-3） 

放
射

能
濃

度

放射能濃度

検出限界値

放
射

能
濃

度

放射能濃度

検出限界値

試料発生日時点の値

試料発生日時点の値

- 38 -

JAEA-Technology 2018-001



図 3.3（1） Cl-36/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 

図 3.3（2） Ni-63/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 
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図 3.3（3） Ag-108m/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 

図 3.3（4） Eu-152/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 
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図 3.3（5） Eu-154/Co-60 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 

図 3.3（6） Sr-90/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 
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図 3.3（7） U-234/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 

図 3.3（8） U-238/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 
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図 3.3（9） Pu-239+240/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 

図 3.3（10） Pu-238+Am-241/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 
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図 3.3（11） Cm-243+244/Cs-137 放射能濃度相関図（JRR-2 及び JRR-3） 
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図 3.4 t 検定の合格に必要なデータ数と相関係数の関係 
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図 3.5（1）Ni-63/Co-60 放射能濃度比分布の比較 

図 3.5（2）Eu-152/Co-60 放射能濃度比分布の比較  
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図 3.5（3）Eu-154/Co-60 放射能濃度比分布の比較 

図 3.5（4）Sr-90/Cs-137 放射能濃度比分布の比較  
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図 3.5（5）Pu-239+240/Cs-137 放射能濃度比分布の比較 
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図 3.6（1）Ni-63/Co-60 放射能濃度比データの正規確率紙 

図 3.6（2）Eu-152/Co-60 放射能濃度比データの正規確率紙  
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図 3.6（3）Eu-154/Co-60 放射能濃度比データの正規確率紙 

図 3.6（4）Sr-90/Cs-137 放射能濃度比データの正規確率紙  
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図 3.6（5）Pu-239+240/Cs-137 放射能濃度比データの正規確率紙 
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図 3.7（1）Ni-63/Co-60 放射能濃度比データの対数正規確率紙 

図 3.7（2）Eu-152/Co-60 放射能濃度比データの対数正規確率紙  
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図 3.7（3）Eu-154/Co-60 放射能濃度比データの対数正規確率紙 

図 3.7（4）Sr-90/Cs-137 放射能濃度比データの対数正規確率紙  
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図 3.7（5）Pu-239+240/Cs-137 放射能濃度比データの対数正規確率紙 
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図 3.8（1）Co-60 を指標とした H-3 の放射能濃度分布図 

図 3.8（2）Co-60 を指標とした C-14 の放射能濃度分布図  
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図 3.8（3）Co-60 を指標とした Cl-36 の放射能濃度分布図 

図 3.8（4）Co-60 を指標とした Nb-94 の放射能濃度分布図  
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図 3.8（5）Co-60 を指標とした Tc-99 の放射能濃度分布図 

図 3.8（6）Co-60 を指標とした Ag-108m の放射能濃度分布図  
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図 3.8（7）Co-60 を指標とした I-129 の放射能濃度分布図 

図 3.8（8）Co-60 を指標とした Eu-154 の放射能濃度分布図  

放
射
能
濃
度

放射能濃度

平均濃度 算術平均

基準線量相当濃度

基準線量相当濃度

検出限界値

検出限界値

放
射
能
濃
度

放射能濃度

平均濃度 算術平均

基準線量相当濃度

基準線量相当濃度

検出限界値

検出限界値

平成 年 月 日時点の値

平成 年 月 日時点の値

- 58 -

JAEA-Technology 2018-001



図 3.8（9）Co-60 を指標とした U-234 の放射能濃度分布図 

図 3.8（10）Co-60 を指標とした U-238 の放射能濃度分布図  
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図 3.8（11）Co-60 を指標とした Pu-238+Am-241 の放射能濃度分布図 

図 3.8（12）Co-60 を指標とした Cm-243+244 の放射能濃度分布図  
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図 3.9（1）Cs-137 を指標とした H-3 の放射能濃度分布図 

図 3.9（2）Cs-137 を指標とした C-14 の放射能濃度分布図  

放
射

能
濃
度

放射能濃度

平均濃度 算術平均

基準線量相当濃度

基準線量相当濃度

検出限界値

放
射
能
濃
度

放射能濃度

平均濃度 算術平均

基準線量相当濃度

基準線量相当濃度

検出限界値

平成 年 月 日時点の値

平成 年 月 日時点の値

- 61 -

JAEA-Technology 2018-001



図 3.9（3）Cs-137 を指標とした Cl-36 の放射能濃度分布図 

図 3.9（4）Cs-137 を指標とした Nb-94 の放射能濃度分布図  
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図 3.9（5）Cs-137 を指標とした Tc-99 の放射能濃度分布図 

図 3.9（6）Cs-137 を指標とした Ag-108m の放射能濃度分布図  
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図 3.9（7）Cs-137 を指標とした I-129 の放射能濃度分布図 

図 3.9（8）Cs-137 を指標とした Eu-154 の放射能濃度分布図  
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図 3.9（9）Cs-137 を指標とした U-234 の放射能濃度分布図 

図 3.9（10）Cs-137 を指標とした U-238 の放射能濃度分布図  
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図 3.9（11）Cs-137 を指標とした Pu-238+Am-241 の放射能濃度分布図 

図 3.9（12）Cs-137 を指標とした Cm-243+244 の放射能濃度分布図 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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